
東京都板橋区指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設 

の指定等実施要綱 

（令和４年６月 16 日区長決定） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）及び東京都板橋区指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入

所施設の指定等に関する規則（令和４年板橋区規則第１８号。以下「規則

」という。）に基づき、板橋区（以下「区」という。）における指定障害

児通所支援事業者及び指定障害児入所施設（以下「指定障害児通所支援事

業者等」という。）の指定等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定又は指定の更新の申請） 

第２条 規則第２条第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者等の

指定の申請を行う者（以下「申請者」という。）は、指定更新申請書（規

則第２条第１項に規定する障害児通所支援・障害児入所支援指定（更新）

申請書をいう。以下同じ。）に次の各号に定める事業者等の区分に応じた

書類を添付することにより行うものとする。

⑴ 児童発達支援事業所（福祉型児童発達支援センターであるものに限る。）

  付表１（別記第１号様式） 

 ⑵ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く。） 

付表２（別記第２号様式） 

 ⑶ 医療型児童発達支援事業所 付表３（別記第３号様式） 

 ⑷ 放課後等デイサービス事業所 付表４（別記第４号様式） 

 ⑸ 保育所等訪問支援事業所 付表５（別記第５号様式） 

 ⑹ 居宅訪問型児童発達支援事業所 付表６（別記第６号様式） 

 ⑺ 多機能型事業所 付表７（別記第７－１号様式）及び付表７その２（

別記第７－２号様式） 

⑻ 福祉型障害児入所施設 付表８（別記第８号様式） 

⑼ 医療型障害児入所施設 付表９（別記第９号様式） 

（指定の審査） 

第３条 区長は、申請者から指定の申請があったときは、次の基準に従って

審査するものとする。 

⑴ 指定更新申請書又は添付書類の記載に不備がないこと。 

⑵ 法令に定める指定基準に合致すること。 

⑶ 法令に定める指定の欠格事由に該当しないこと。 

⑷ その他区条例及び規則に定める事項に合致すること。 



２ 区長は、規則第２条第３項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者

等に指定すると決定したときは指定通知書（別記第１０号様式）により、

指定を行わないことを決定したときは却下通知書（別記第１１号様式）に

より、申請者に通知するものとする。 

（指定の更新の審査） 

第４条 規則第２条第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者等の

指定の更新を行う者（以下「更新申請者」という。）は、区があらかじめ

作成して送付する指定更新申請書に第２条各号に定める事業者等の区分に

応じた書類を添付することにより行うものとする。 

２ 前項の規定により指定更新申請書の送付を受けた更新申請者は、その内

容に変更がある場合は、規則第３条第１項に規定する変更届出書により変

更の届出を行うものとする。この場合において、指定更新申請書の再発行

を希望するときは、送付された指定更新申請書を返還し、区に再発行を依

頼することができる。 

３ 区長は、更新申請者から指定の更新申請があったときは、次の基準に従

って審査するものとする。 

⑴ 提出期限までに指定更新申請書が提出されたこと。 

⑵ 指定更新申請書又は添付書類の記載に不備がないこと。 

⑶ 法令に定める指定の更新基準に合致すること。 

⑷ 法令に定める指定の更新欠格事由に該当しないこと。 

⑸ その他区条例及び規則に定める事項に合致すること。 

４ 区長は、前項の規定による審査に当たっては、次の事項を参考とする。 

 ⑴ 区、東京都、他区市町村、相談支援事業者等へ寄せられた苦情、情報

提供、相談等 

 ⑵ 区の障害児通所給付費及び障害児入所給付費の請求データ等の分析結

果の状況 

 ⑶ 区又は東京都及び他区市町村が行った指導又は監査の結果 

 ⑷ 区又は東京都及び他区市町村が行った法第２１条の５の２３若しくは

第２４条の１６に規定する勧告、命令等又は法第２１条の５の２４、第

２４条の１７若しくは第３３条の１８に規定する指定の全部又は一部の

効力の停止並びにこれらについての改善報告等 

５ 規則第２条第３項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者等の指定

の更新をすると決定したときは更新通知書（別記第１２号様式）により、

指定の更新を行わないことを決定したときは理由を示して更新却下通知書

（別記第１３号様式）により、更新申請者に通知するものとする。 

（指定の取消し等） 



第５条 規則第５条の規定に基づく指定の取消し又は指定の全部若しくは一

部の効力の停止は、指定取消停止通知書（別記第１４号様式）により行う

ものとする。 

（業務管理体制の整備） 

第６条 規則第７条第１項の規定に基づく届出は、法に基づく業務管理体制

の整備に関する届出書（別記第１５号様式）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定に基づく届出は、法に基づく業務管理体制の整

備に関する事項の届出書（届出事項の変更）（別記第１６号様式）により

行うものとする。 

３ 区長は、第１項及び第２項の規定による届出に関し、国、都及び区市町

村に対して情報を提供することができる。 

付 則 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 



別記第１号様式

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従 専従 専従

専従 専従

担当者

（備考）

施
　
設

３　「併設する施設の名称及び概要」欄には、施設の目的及び提供するサービスの内容等を記載してください。
４　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。
５　「その他の費用」欄には、入所児又は保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、事業所平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦情を解
決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表、協力医療機関との契約
内容がわかるもの）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付費の請求に関
する事項

１　「受付番号」「基準上の必要人数」「基準上の必要値」欄には、記載しないでください。
２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

協力医療機関 名　称 主な診療科名

地域の障害児への援助の実施状況 有　　　・　　　無

その他の費用

その他参考となる事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

主な掲示事項

営業日

営業時間

利用定員 　　人

利用料

その他

指導訓練室 　　　　　　㎡(児童１人当たり） 　　　㎡(児童１人当たり）以上 静養室　　聴力検査室
遊戯室 　　　　　　㎡(児童１人当たり） 　　　㎡(児童１人当たり）以上 　　　　　（設置部分を○でかこむ）

設備基準上の数値記載項目等
指導訓練室　遊戯室　屋外遊戯場　

基準上の必要値 医務室　　相談室　　調理室　　便所

備　　　　　　　　　　　考

基準上の必要人数（人）

看護職員 その他の従業者

兼務 兼務

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

備　　　　　　　　　　　考

基準上の必要人数（人）

兼務 兼務 兼務 兼務

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

調理員 児童発達支援管理責任者 機能訓練担当職員 言語聴覚士

備　　　　　　　　　　　考

兼務 兼務

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

児童発達支援
管理責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

従業者の職種・員数
嘱託医 児童指導員 保育士 栄養士

兼務 兼務

当該事業所の他の職務又は同一敷地内の他
の事業所又は施設の従業者との兼務（兼務の
場合記入）

事業所等の名称

兼務する職種及び
勤務時間等

併設する施設の名称及び概要

名　称

概　要

所在地

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

サービス提供時間
（送迎時間を除く）

付表1　児童発達支援事業所（福祉型児童発達支援センターであるものに限る）の指定に係る記載事項

　主として通わせる児童の障がいの種別
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受付番号

フリガナ

名　　称

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名



別記第２号様式

付表２　児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものを除く）の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従 専従 専従

担当者

（備考）

　主として通わせる児童の障がいの種別
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受付番号

事
業
所

フリガナ

名　　称

所在地

連 絡 先

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

電話番号 ＦＡＸ番号

当該事業所の他の職務又は同一敷地内の
他の事業所又は施設の従業者との兼務
（兼務の場合記入）

事業所等の名称

兼務する職種及び
勤務時間等

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

従業者の職種・員数
児童指導員 保育士 障害経験者指導員 児童発達支援管理責任者

兼務 兼務 兼務 兼務

備　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）
機能訓練担当職員 嘱託医 看護職員

兼務
その他の従業者

兼務兼務 兼務

基準上の必要人数（人）

非常勤（人）
備　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

その他の費用

実施サービス 送迎サービス 有　　　　・　　　　無

設備 指導訓練室 有　　　・　　　無

営業日

営業時間

サービス提供時間
（送迎時間を除く）

利用定員 　　人

利用料

主な掲示事項

協力医療機関 名　称 主な診療科名

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

その他参考となる事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

その他

３　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

４　「その他の費用」欄には、保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

一体的に管理運営される他の事業所

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、事業所平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦
情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表、協力医療
機関との契約内容がわかるもの）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付費の請
求に関する事項

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。



別記第３号様式

付表３　　　医療型児童発達支援事業所の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従

専従 専従

担当者

（備考）

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

３　「併設する施設の名称及び概要」欄には、施設の目的及び提供するサービスの内容等を記載してください。

４　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

５　「その他の費用」欄には、入所児又は保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

地域の障害児への援助の実施状況 有　　　・　　　無

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

添付書類

別添のとおり（定款及び登記簿謄本又は条例等、医療法第７条の許可を受けた診療所であることを証
する書類、事業所平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦情を解決するために講ずる措置の
概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付費の請求に
関する事項

営業時間

その他参考となる事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

その他

設　置　部　分　等
（設置部分を○でかこむ）

指導訓練室　　　　屋外訓練場　　　　相談室　　　　調理室

浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備

＊医療法に規定する診療所として必要な設備を満たしていること

主な掲示事項

サービス提供時間
（送迎時間を除く）

基準上の必要人数（人）

設備上の配慮点

営業日

利用定員 　　人

利用料

その他の費用

備　　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

児童発達支援管理責任者 機能訓練担当職員

兼務 兼務

備　　　　　　　　　　　考

基準上の必要人数（人）

兼務 専従 兼務

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

栄養士 調理員 理学療法士又は作業療法士

兼務

備　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

従業者の職種・員数
医師 看護職員 児童指導員 保育士

兼務 兼務 兼務 兼務

施
　
設 所在地

児童発達支援
管理責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

併設する施設の名称及び概要

名　称

概　要

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

当該事業所の他の職務又は同一敷地内の
他の事業所又は施設の従業者との兼務（兼
務の場合記入）

事業所等の名称

兼務する職種及び
勤務時間等

受付番号

フリガナ

名　　称

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号



別記第４号様式

付表４　放課後等デイサービス事業所の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従 専従 専従

担当者

（備考）

　主として通わせる児童の障がいの種別
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受付番号

事
業
所

フリガナ

名　　称

所在地

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

当該事業所の他の職務又は同一敷地内の
他の事業所又は施設の従業者との兼務
（兼務の場合記入）

事業所等の名称

兼務する職種及び
勤務時間等

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

従業者の職種・員数
児童指導員 保育士 障害経験者指導員 児童発達支援管理責任者

兼務 兼務 兼務 兼務

非常勤（人）
備　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

基準上の必要人数（人）

基準上の必要人数（人）

機能訓練担当職員 嘱託医 看護職員
兼務

その他の従業者
兼務兼務 兼務

従業者数
常勤（人）

利用定員 　　人

利用料

その他の費用

実施サービス 送迎サービス 有　　　　・　　　　無

非常勤（人）

主な掲示事項

備　　　　　　　　　　　考

その他参考となる事項

学　校　休　業　日
　　　営業日等

営業日

営業時間

サービス提供時間
（送迎時間を除く）

月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金

設備 指導訓練室 有　　　・　　　無

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

その他

協力医療機関 名　称 主な診療科名

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

休日・祝日

土 ・ 日 ・ 祝

長期休暇

春 ・ 夏 ・ 冬

４　「その他の費用」欄には、保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

一体的に管理運営される他の事業所

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、事業所平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦
情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付費の請
求に関する事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

平日

３　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。



別記第５号様式

付表５　保育所等訪問支援事業所の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従

担当者

（備考）

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

受付番号

事
業
所

フリガナ

名　　称

所在地

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

兼務する職種及び
勤務時間等

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

当該事業所の他の職務又は同一敷地内の
他の事業所又は施設の従業者との兼務
（兼務の場合記入）

事業所等の名称

氏　名

従業者の職種・員数
訪問支援員 児童発達支援管理責任者

兼務 兼務

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

設備 専用の区画 有　　　・　　　無

備　　　　　　　　　　　考

主な掲示事項

営業日

営業時間

利用料

その他の費用

通常の事業の実施地域

その他参考となる事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

その他

サービス提供時間

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

３　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

４　「その他の費用」欄には、保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

５　「通常の事業の実施地域」欄には、市町村名を記載することとし、当該区域の全部又は一部の別を記載してください。
　　なお、一部の地域が実施地域である場合は適宜地図を添付してください。

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、事業所平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦
情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表、協力医療
機関との契約内容がわかるもの）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付費の請
求に関する事項

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。



別記第６号様式
付表６　居宅訪問型児童発達支援事業所の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従

担当者

（備考）

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

３　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

４　「その他の費用」欄には、保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

５　「通常の事業の実施地域」欄には、市町村名を記載することとし、当該区域の全部又は一部の別を記載して
　ください。なお、一部の地域が実施地域である場合は適宜地図を添付してください。

多機能型実施の有無 有　　　・　　　無

添付書類

別添のとおり（定款及び登記簿謄本又は条例等、事業所平面図、経歴書、運営規程、障が
い児等からの苦情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、資産状況
（貸借対照表・財産目録等）、設備・備品等一覧表、協力医療機関との契約内容がわかるも
の）
利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　障害児通所給付
費の請求に関する事項

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

通常の事業の実施地域

その他参考となる事項

第三者評価の実施状況 している　・　していない

苦情解決の措置概要 窓口（連絡先）

その他

主な掲示事項

営業日

営業時間

利用料

その他の費用

基準上の必要人数（人）

設備 専用の区画 有　　　・　　　無

サービス提供時間

備　　　　　　　　　　　考

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

従業者の職種・員数
訪問支援員 児童発達支援管理責任者

兼務 兼務

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

氏　名

当該事業所の他の職務又は同一敷地
内の他の事業所又は施設の従業者との
兼務（兼務の場合記入）

事業所等の名称

兼務する職種及び
勤務時間等

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

受付番号

事
業
所

フリガナ

名　　称

所在地



別記第７－１号様式

付表７

障害児通所支援事業所に係る多機能型による
事業を実施する場合の記載事項(総括表)　　　その１　

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　　　）

（注）多機能型による他の事業所については、下欄に記載すること。

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　　　）

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　　　）

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　　　）

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　　　）

（郵便番号　　　　－　　　　　　）

当該事業所で兼務する他の職種（兼務の場合のみ記入）

有 無 有 無

主たる事業所

従たる事業所

合計

保育所等
訪問支援

定員（人） 合計 児童発達支援
医療型児童
発達支援

放課後等
デイ

居宅訪問型
児童発達支援

サービス単位 サービス単位

主たる事業所

従たる事業所

実施事業

児童発達支援
医療型児童
発達支援

放課後等デイ
居宅訪問型

児童発達支援

兼務する職種
及び勤務時間等

主たる対象と
する障がい
の種類

無し 難聴 重症心身障害 その他

管
理
者

フリガナ

住　所
氏　名

他の事業所又は施設の
従業者との兼務
（兼務の場合のみ記入）

事業所等の名称

所在地

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

事
業
所
5

フリガナ

名　　称

ＦＡＸ番号

事
業
所
4

フリガナ

名　　称

所在地

事
業
所
3

フリガナ

名　　称

所在地

連 絡 先 電話番号

事
業
所
2

フリガナ

名　　称

所在地

連 絡 先 電話番号

事
業
所

フリガナ

所在地

連 絡 先 電話番号

名　　称

保育所等
訪問支援

※多機能型事業実施時は各付表とこの表を併せて提出してください。

受付番号

ＦＡＸ番号

ＦＡＸ番号

多



別記第７－２号様式

付表７　その２

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

常勤（人）

非常勤（人）

基準上の必要人数（人）

専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務 専従 ※兼務

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

基準上の必要人数（人）

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

基準上の必要人数（人）

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算後の人数（人）

基準上の必要人数（人）

（備考）

児童指導員

受付番号

児童発達支援
管理責任者

医師
（嘱託医含む）

その他の
従業者

従
た
る
事
業
所

従業者数

保育士
障害経験
指導員

看護職員

合
計

従業者数

主
た
る
事
業
所

従業者数

備考

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

備考

備考

理学療法士又
は作業療法士

言語聴覚士
機能訓練担当

職員

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

栄養士 調理員

３　児童発達支援又は放課後等デイサービスに単位を導入する場合には、適宜欄を設けて記載するか又は別葉にサービス単
位ごとの定員を記載してください。

訪問支援員

合
計

従業者数

主
た
る
事
業
所

従業者数

従
た
る
事
業
所

従業者数

多



別記第８号様式
付表８　　障害児入所支援（福祉型障害児入所施設）の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従 専従 専従

専従

担当者

（備考）

その他の費用

苦情解決の措置概要

その他

　　　人以下人

人

その他参考となる事項

利用料

入所児１人当たりの最小床面積 ㎡ 　　　㎡

入所定員

備　　　　　　　　　　　考

居室
１室の最大定員

主な掲示事項

管
理
者

フリガナ

住　所

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等

している　・　していない

併設する施設の名称及び概要
名　称

第　　条第　　項第　　号

　主として入所させる児童の障がいの種別
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 受付番号

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、建物の構造概要及び平面図、経歴書、運営規程、障がい児
等からの苦情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表、
協力医療機関との契約内容がわかるもの）
契約制度導入に伴い利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規他参考になるもの　　障
害児入所給付費の請求に関する事項

心理指導担当職員

兼務

名　称協力歯科医療機関

協力医療機関

医　師

児童発達支援管理責任者栄養士

常勤（人）

看護職員

兼務兼務

非常勤（人）
従業者数

所在地

基準上の必要人数（人）

氏　名

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

兼務

概　要

兼務

ＦＡＸ番号

保育士

４　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

兼務

５　「その他の費用」欄には、入所児又は保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

窓口（連絡先）

基準上の必要値

基準上の必要人数（人）

備　　　　　　　　　　　考

基準上の必要人数（人）

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

従業者数
常勤（人）

フリガナ

非常勤（人）

従業者の職種・員数

連 絡 先 電話番号

児童指導員

兼務 兼務

調理員

職業指導員

兼務

備　　　　　　　　　　　　考

３　「併設する施設の名称及び概要」欄には、施設の目的及び提供するサービスの内容等を記載してください。

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

１　「受付番号」「基準上の必要人数」「基準上の必要値」欄には、記載しないでください。

名　称

屋外訓練場

居室　　　調理室　　　浴室　　　便所　　　医務室　　　静養室

名   称施
　
設

設　置　部　分　等
（設置部分を○でかこむ）

第三者評価の実施状況

主な診療科名

設備上の配慮点

身体の機能の不自由を助ける設備　　　映像に関する設備

設備基準上の数値記載項目等

職業指導に必要な設備　　　遊戯室　　　訓練室　　　音楽に関する設備



別記第９号様式
付表９　障害児入所支援（医療型障害児入所施設）の指定に係る記載事項

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

専従 専従 専従 専従

専従 専従 専従 専従

担当者

（備考）

備　　　　　　　　　　　考

基準上の必要人数（人）

人

＊医療法に規定する病院として必要な設備を設けてあること

している　・　していない

苦情解決の措置概要

利用料

入所定員

その他

２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

添付書類

別添のとおり（登記簿謄本又は条例等、医療法第7条の許可を受けた病院であることを証する書
類、建物の構造概要及び平面図、経歴書、運営規程、障がい児等からの苦情を解決するために講
ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、設備・備品等一覧表）
契約制度導入に伴い利用者負担の受領等に関する保護者向け資料、内規等参考になるもの　　障
害児施設給付費の請求に関する事項

その他の費用

窓口（連絡先）その他参考となる事項

第三者評価の実施状況

協力歯科医療機関 名　称

１　「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

設備上の配慮点

特殊工芸の作業を指導するのに必要な設備　　　義肢装具を製作する設備

身体の機能の不自由を助ける設備

訓練室　　　浴室　　　静養室　　　屋外訓練場　　　ギブス室

心理指導担当職員 職業指導員

兼務

理学療法士又は作業療法士

兼務

従業者数
常勤（人）

従業者数

基準上の必要人数（人）

備　　　　　　　　　　　考

常勤（人）

４　「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

従業者数
常勤（人）

非常勤（人）

備　　　　　　　　　　　　考

主な掲示事項

３　「併設する施設の名称及び概要」欄には、施設の目的及び提供するサービスの内容等を記載してください。

設　置　部　分　等
（該当部分を○でかこむ）

ＦＡＸ番号

氏　名

児童指導員

兼務

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

電話番号

　主として入所させる児童の障がいの種別
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フリガナ

併設する施設の名称及び概要

名　称

概　要

受付番号

非常勤（人）

連 絡 先

当該支援の実施について定めてある定款又は条例等 第　　条第　　項第　　号

兼務

基準上の必要人数（人）

非常勤（人）

児童発達
支援管理
責任者

フリガナ
住 所

保育士

兼務

児童発達支援管理責任者

医　師 看護師

兼務
従業者の職種・員数

施
　
設

管
理
者

フリガナ

住　所

（郵便番号　　　　　－　　　　　）

氏　名

所在地

名　　称

兼務 兼務

５　「その他の費用」欄には、入所児又は保護者等に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。



   

 

第     号 

年  月  日 

 

指 定 通 知 書 

 

  

               様 

 

板橋区長         

 

 

 

児童福祉法              の規定による指定障害児通所支援事業者 

 

等として、下記のとおり指定したので通知します。 
  

 

記 

 

事 業 者 名 及 び   

事 業 所 名   

所 在 地  

代 表 者 名   

指 定 年 月 日  

指 定 有 効 期 間   

サービスの種類  

 

 

 

 

主 た る 対 象 者      

事 業 所 番 号  

 

 
 

 

別記第１０号様式 

第２１条の５の１５第１項 

第２４条の９第１項 

 



    

 

第     号   

年  月  日   

却 下 通 知 書 

 

  

  

                  様 

 

板橋区長                

 

  

 

年  月  日付けで申請のあった児童福祉法                

         

の規定による指定障害児通所支援事業者等の指定申請については、下記の理由に

より却下したので通知します。 

 

記 

 

 

  

 

 

 

 

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３ 

 月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年 

を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、 

 板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長となります。）、処分の取 

 消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から 

 起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取 

 消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合に 

 は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処 

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があったこ 

とを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算して１ 

年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

    

    

別記第１１号様式 

却下の理由 

第２１条の５の１５第１項 

第２４条の９第１項 

 



   

 

第     号 

年  月  日 

 

更 新 通 知 書 

 

  

               様 

 

板橋区長         

 

 

 

児童福祉法              の規定による指定障害児通所支援事業者 

 

等として、下記のとおり指定の更新を行いましたので通知します。 
  

 

記 

 

事 業 者 名 及 び  

事 業 所 名  

所 在 地  

代 表 者 名  

指 定 年 月 日  

指 定 有 効 期 間  

サ ー ビ ス の 種 類 

 

 

 

 

主 た る 対 象 者     

事 業 所 番 号  

 

 
 

 

別記第１２号様式 

第２１条の５の１６第１項 

第２４条の１０第１項 

 



    

 

第     号  

年  月  日  

更 新 却 下 通 知 書 

 

  

  

                  様 

 

 板橋区長                

 

  

 

 年  月  日付けで申請のあった児童福祉法              

          

の規定による指定障害児通所支援事業者等の指定更新申請については、下記の理由

により却下したので通知します。 

 

記 

  

 

  

 

 

 

 

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３ 

 月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年 

を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、 

 板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長となります。）、処分の取 

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から 

起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取 

消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合に 

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処 

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があったこ 

とを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算して１ 

年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

  

    

別記第１３号様式 

却下の理由 

第２１条の５の１６第１項 

第２４条の１０第１項 

 



    

 

第    号 

年  月  日 

 

指 定     通 知 書 

       

  

                  様 

 

    板橋区長                

 

 

児童福祉法           の規定により、下記のとおり指定障害児通所      

 

 

支援事業者等の指定を     したので通知します。 

     

                    記 

 

   事業者名又は施設名   

   所 在 地   

   代 表 者 名   

取消（停止）年月日   

   サ ー ビ ス の 種 類   

   事 業 所 番 号   

  １ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３ 

月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年 

を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、 

板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板橋区長となります。）、処分の取 

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から 

起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取 

消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合に 

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処 

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があったこ 

とを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算して１ 

年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

取 消 

停 止 

 

別記第１４号様式 

第２１条の５の２４ 

第２４条の１７ 

第３３条の１８ 

取消 

停止 

 



別記第１５号様式

年 月 日

（宛先）板橋区長

（設置者）

（郵便番号 ‐ ）

－ － － －

（郵便番号 ‐ ）

計 ヶ所

年 月 日

６
区
分
変
更

　　　　　　　年　　月　　日

区分変更後行政機関名称、担当部課

区分変更日

区分変更の理由

事業者（法人）番号

区分変更前行政機関名称、担当部課

　このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者（法人）番号

１　届出の内容 　（該当の項目に○をつける）

日

事 業 者 所 在 地

法令遵守責任者の氏名（フリガナ）
５　児童福祉法施行規則第
　　18条の38、第25条の23
　　の2及び第25条の26の9
　　第1項第2号から第4号に
　　基づく届出事項（該当
　　の項目すべてに○をつ
　　ける）

第2号

氏  名

４　児童福祉法上の該当
　　する条文
　　(事業者の区分）

名 称

３　事業所名称等及び
　　所在地（複数ある
　　場合は別表に記入）

児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書

ﾌﾘｶﾞﾅ

所在地指定年月日

職
名

郡市
区

郡市
区

年

代表者氏名

FAX番号

受付番号

生年
月日

月

法第21条の5の26第2項、第24条の19の2、第24条の38第2項関係（整備）

法第21条の5の26第4項、第24条の19の2、第24条の38第4項関係（区分の変更）

電話番号

フ リ ガ ナ

業務執行の状況の監査の方法の概要（別添のとおり）

生年月日

業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添のとおり）

法第21条の5の26 （指定障害児通所支援事業者）

法第24条の19の2 （指定障害児入所施設の設置者）

法第24条の38（指定障害児相談支援事業者）

（ビルの名称等）

(3)

事業所番号事業所名称

(1)

(2)

第3号

第4号

（ビルの名称等）

(2)

(1)

２
　
　
事
業
者
（
設
置
者
）

法 人 の 種 別

代表者の住所

代表者の職名・
氏名・生年月日

都道
府県

名称又は氏名

住　　　所
（主たる事務所

の所在地）

都道
府県

連　絡　先



別記第１６号様式

年 月 日

（宛先）板橋区長

（設置者）

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

　２　主たる事務所の所在地､電話､FAX番号

　４　代表者の住所､職名　　　

事 業 者 所 在 地

名 称

受付番号

児童福祉法に基づく業務管理体制の整備に関する事項の届出書（届出事項の変更）

代表者氏名

事業者（法人）番号

　８　業務執行の状況の監査の方法の概要

　７　業務が法令に適合することを確保するための規程の概要

　６　法令遵守責任者の氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)及び生年月日

変　更　の　内　容

(変更前)

(変更後)

備考：上記「５」の項目で届け出る場合、「変更前欄」と「変更後欄」のそれぞれに、事業所
等の合計数を記入し、「変更後欄」に追加又は廃止等事業所等の名称、指定年月日、事業所番
号、事業所所在地を記入してください。書ききれない場合は、この様式への記入を省略し、こ
れらの事項が書かれた別表「事業所一覧」を添付してください（Ａ４用紙により、既存資料の
写し及び両面印刷したものも可とする）。

　５　事業所名称等及び所在地
  ※事業所等の指定・廃止等によりその数に変更が生じ、整備する業務管理体制が変更された
場合のみ届け出ること。下記備考参照

変　更　が　あ　っ　た　事　項
（該当の項目すべてに○をつける）

　３　代表者氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)､生年月日  　　　

　１　法人の種別､名称(ﾌﾘｶﾞﾅ)　　　　


